
尾道市建設工事随意契約事務取扱要領 

 

平成２３年３月２８日制  定 

平成２９年４月 １日一部改正 

令和 ４年４月 １日一部改正 

 （趣旨） 
第１条 この要領は、本市が発注する建設工事の請負契約を、随意契約により締結す

る場合の事務取扱について、必要な事項を定めるものとする。 
 （見積書を徴する相手方の選定） 

第２条 建設工事を随意契約しようとするときは、尾道市契約規則（昭和３９年尾道

市規則第２８号。以下「規則」という。）第４３条本文の規定に基づき、見積書

（別記様式第１号）を徴するものとする。 

２ 見積書を徴する相手方の選定は、地域性、継続性を考慮するほか、次に掲げる事

項を総合的に考慮して行わなければならない。 

⑴ 不誠実な行為の有無 

⑵ 経営状況 

⑶ 工事成績 

⑷ 地理的条件 

⑸ 手持建設工事等の状況 

⑹ 当該建設工事等についての技術的適性 

⑺ 安全管理及び労働福祉の状況 

⑻ 同種の建設工事等についての経験 

⑼ 技術者の状況 

 （選定の通知） 

第３条 見積書徴取業者へは、電話又はファクシミリにより選定の通知を行うものと

する。 

(見積期間） 

第４条 仕様書による見積額の算定に要する期間（以下「見積期間」という。）は、

建設業法施行令（昭和３１年政令第２７３号）第６条の規定に準じて定めるものと

する。 

２ 見積期間には、仕様書を提示した日及び見積書の提出期限日を含まないものとす

る。 

 （見積書の提出） 

第５条 見積書は、提出期限日までに見積りを依頼した課（以下「見積依頼課」とい

う。）に直接提出するものとする。 

２ 遠隔地等により、見積書を直接提出することが困難である場合は、代理の者に提

出させることができる。 

 （見積りの辞退） 

第６条 見積の依頼を受けた者は、見積書を提出するまでは、いつでも見積りを辞退

することができる。 



２ 前項に規定する辞退をするときは、次の各号のいずれかの方法によりその旨を申

し出なければならない。 

⑴ 見積辞退届（別記様式第２号）を見積依頼課に直接提出又は郵送（見積書提出

期限日の前日までに到達するものに限る。）する方法 

⑵ 辞退する旨を明記した見積書を見積依頼課に提出する方法 

３ 市は、見積りを辞退した者に対し、このことを理由として、以後の指名選定につ

いて不利益な取扱いをしないこととする。 

４ 提出期限日までに見積書を提出しない者（第２項に規定する方法により、見積り

を辞退した者を除く。）については、見積を欠席したものとして取り扱い、建設工

事等請負業者指名除外基準要綱（平成７年４月１日制定）別表第３号を準用して指

名除外の対象とすることができる。 

 （見積書の徴取の延期等） 

第７条 見積書の徴取を公正に執行することができないと認められるときは、見積書

の徴取の執行を延期し、又は取りやめることができる。 

２ 天災地変その他やむを得ない理由があるときは、見積書の提出期限日を変更し、

又は見積書の徴取の執行を取りやめることができる。 

 （見積りの依頼の取消し） 

第８条 見積りの依頼を受けた者が、見積書の提出期限日までの間に、次に掲げる事

項に該当したときは、当該依頼を取り消すことができる。 

⑴ 指名除外の措置要件に該当したとき。 

⑵ 見積書の徴取に参加させることが適当でないと認めたとき。 

 （予定価格） 

第９条 予定価格は、規則第２９条の規定に準じて決定し、予定価格調書を作成する

ものとする。 

 （最低制限価格） 

第１０条 契約の履行を確保するため、特に必要と認めたときは、最低制限価格を設

けることができる。 

（くじ） 

第１１条 契約の相手方となるべき同価の見積をした者が２人以上あるときは、直ち

に、当該見積書を提出した者にくじを引かせ、契約の相手方を決定する。 

 （無効とする見積り） 

第１２条 次の各号のいずれかに該当する見積りは、無効とする。 

⑴ 見積書を提出する資格のない者が提出したもの 

⑵ 記名及び押印又は押印に代える本件責任者氏名等の記載のないもの 

⑶ 金額を訂正したもの 

⑷ 必要な記載事項が確認できないもの 

⑸ 前回の最低見積金額以上のもの 

⑹ 見積りに際して連合等による不正行為のあったもの 

⑺ ２つ以上の見積書を提出したもの 

⑻ その他市長の定めた見積書の提出条件に違反したもの 



 （再度見積） 

第１３条 予定価格の制限の範囲内の見積りがないときは、直ちに、再度の見積書を

提出させるものとする。この場合において、前回の最低見積金額は、通知するもの

とする。 

２ 再度の見積は、２回を限度とする。ただし、地方自治法施行令（昭和２２年政令

第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の２第１項第２号、第５号、第６

号及び第７号に該当する随意契約（以下「特命随意契約」という。）については、

４回を限度とする。 

３ 第１項の場合において、次に掲げる者は、再度の見積書を提出することはできな

い。 

⑴ 前回の見積書を提出しなかった者 

⑵ 前回の見積を無効とされた者 

 （見積書を徴する相手方の再選定） 

第１４条 前条第２項の規定による再度見積りによっても、予定価格の制限の範囲内

の見積りをした者がいないときは、見積書を徴する相手方を再度選定することがで

きる。 

２ 前項の規定は、特命随意契約には適用しない。 

（工事担当課が締結できる随意契約） 

第１５条 設計金額が５０万円未満の建設工事については、工事担当課がこの要領に

基づいて随意契約を締結できるものとする。 

 （建設工事以外への準用） 

第１６条 この要領は、建設工事に係る調査、測量又は設計業務の委託契約を、随意

契約により締結する場合について準用する。この場合において、前条中「５０万円

未満の建設工事」とあるのは「３０万円未満の業務委託」と読み替えるものとする。 

２ 建設工事に該当しない業務のうち、その態様が建設工事と同様又は類似で、かつ、

建設部契約課が所掌する建設工事等入札参加資格者名簿に登録された資格認定者の

中から見積書を徴する相手方を選定する必要がある業務の委託契約については、こ

の要領を準用して随意契約を締結することができる。 

 （適用除外） 

第１７条 この要領は、施行令第１６７条の２第１項第８号及び９号の規定による随

意契約については適用しない。 

 （補則） 

第１８条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

   付 則 

 この要領は、平成２３年４月１日から施行する。 

 

付 則 

 この要領は、平成２９年４月１日から施行する。 

 



付 則 

 この要領は、令和４年４月１日から施行する。 



 

 

 

様式第１号（第２条関係） 

第  回 
 
 

見  積  書 
 
 

１ 見 積 金 額           

 

２ 件  名      

 
  上記のとおり、尾道市契約規則、尾道市建設工事執行規則、尾道市建設工

事随意契約事務取扱要領及び設計図書等を承知の上、見積りいたします。 
 

 

       年   月   日 
 

            住    所 
 
           商号又は名称 
 
           代 表者氏 名              印   

 

※押印を省略する場合は、次の事項を記入してください。  

                             本件責任者氏名         電話番号          

               担当者氏名           電話番号          

 
 

尾道市長           様 
 

 

 



 

 

様式第２号（第６条関係） 

 

 

見 積 辞 退 届 
 

 
 件  名 
 
 
 提出期限       年  月  日 
 
 
 上記について見積りの依頼を受けましたが、都合により見積りを辞退したいので、

尾道市建設工事随意契約事務取扱要領第６条の規定により届け出ます。 
 
 
 
     年  月  日 
 

 

         住   所 
         商号又は名称 
         代 表 者 氏 名               
 
 
 
 

尾道市長           様 
 

 

 

 

 

 

 

 


